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第６章 かわまちづくりの推進 

６-１ かわまちづくりの推進体制 

(1)現在の河川敷地の占用について 

 河川敷地の占用は、 原則、 公的主体( 地方公共団体など) に限ら れています。  

 こ のため、 現在、 多摩川河川敷地では、 国と 本市で取り 交わし ている「 包括占用3」 により

市が一部区域を 占用し ており 、 市民や団体などが多摩川緑地公園グラ ンド などでスポーツや

イ ベント を行おう と し た場合、 市民や団体などは市に利用申請を 提出するこ と になっ ていま

す。  
 

(2)「河川空間のオープン化」について(都市･地域再生等利用区域の指定) 

 上記のよう な河川敷地の占用が行われてき た中で、「 河川空間を積極的に活用し たい」 と い

う 要望の高まり を受けて、 平成 23( 2011) 年に河川敷地占用許可準則が改正さ れ、 一定の要件

を満たす場合は、 特例と し て民間事業者なども 営業活動を行う こ と ができ るよう になり まし

た。 こ れを「 河川空間のオープン化」 と 言います。  
 

①河川空間のオープン化が適用される要件 
 

⚫  河川敷地を利用する区域、施設、主体について、地域の合意が図られていること。 

⚫  通常の占用許可でも満たすべき各種基準に該当すること。（治水上及び利水上の支障がないことなど） 

⚫  都市･地域の再生及び河川敷地の適正な利用に資すること。 
  
 

②占用主体 

占用主体の種類 

種類 内容 詳細 備考 

第 1 号 
準則第 6 号に 

掲げる占用主体 

⚫  公共性、公益性を有する主体(公的主体)。 
⚫  占用施設を自ら使用するほか、営業活動を行う事業者

などに使用させることができる。 

  自治体 
  都市再生推進法人 
  自治体を含む協議会など 

第 2 号 
営業活動を行う

事業者など 

⚫  河川管理者、地方公共団体などで構成する河川敷地の
利用調整に関する協議会などにおいて適切であると認
められたもの。 

⚫  協議会によること以外にも、地元市町村の同意など、地
域の合意が確認できる幅広い手法によることができる。 

  株式会社 
  有限会社 
  自治体を含まない任意の

団体など 

第 3 号 
営業活動を行う

事業者など 
⚫  河川管理者の判断により占用許可を行うもの。 － 

 

③占用許可期間 

 10 年以内です。  

 
3 包括占用と は、 治水上、 環境の保全上などの河川管理上の支障が生じ るおそれが少ない河川敷地について、 占用の許可後に河

川敷地の具体的な利用方法を決定でき る制度であり 、 駐車場、 売店、 ト イ レなどを適正な個所に配置するこ と ができます。  

なお、 包括占用の占用主体は、 地方公共団体、 公益法人その他こ れら に準ずるも のに限ら れます。  
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(3)推進体制の設定 

 多摩川の河川敷地( 本市内の一部区域) は、現在、本市による「 包括占用」 を行っ ています。  

 し かし 、 今後、「 かわ」 と 「 まち」 を含めた地域において一層の賑わいづく り を進めていく

ためには、 民間事業者や団体などによる河川敷地の柔軟かつ積極的な活用を目指し ていく こ

と が適当であると 考えています。  

 こ のため、 多摩川河川敷においては、 将来的に「 河川空間のオープン化（ 都市･地域再生等

利用区域の指定）」 を進め、 民間事業者や団体などが占用主体になるため、 第２ 号の指定に向

けた検討を行う こ と が必要であると 考えています。  
 

①すぐに民間事業者や団体などに占用主体になってもらうことは困難 

 占用主体の種類は、 第２ 号が望まし いと 考えますが、 主体と なっ て営業活動を行う 民間事

業者や団体などを探すのは困難です。  

 こ のため、 当初は市が占用主体と し て、 社会実験を行っ ていく こ と を考えています。  
 

②想定する今後の推進体制について 

 上記の内容を 踏まえて、 想定する今後の推進体制は、 以下のと おり 進めるこ と を考えてい

ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP１ 現行の状態で社会実験を繰り返し実施し、ソフト施策などの実施手法の確認や利活用効果

の検証と周知などを行います。（３年程度） 

なお、社会実験の実施は、将来的に第２号の占用主体になる可能性を有した民間事業者・

団体などにコーディネート委託することを想定します。 

STEP２ 社会実験の効果などを検証するとともに、第２号指定の可能性などを検討します。 

STEP３ ＳＴＥＰ２の検討結果を踏まえて、必要に応じて占用主体を第２号に変更し、民間事業者・団

体などによる推進体制に改めます。 
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６-２ かわまちづくりの推進管理体制 

(1)推進管理体制とは 

 推進管理体制と は、「 かわまちづく り 計画」で位置づけたハード 施策と ソ フ ト 施策の進捗や、

「 推進体制」 により 進めら れる河川敷地の占用と 営業活動などの管理を行う 主体のこ と を 言

います。  
 

(2)推進管理体制の設定 

 基本理念や基本方針の実現に向けて、 社会実験や社会ニーズの調査を行う と と も に、 多摩

川に関わる多様な主体と 情報交換や意見交換を行いつつ、「 かわまちづく り 計画」 の推進や管

理を地域と 連携し て進めていく 、「 ( 仮称) 狛江･和泉多摩川かわまちづく り 推進管理協議会」

を設置し ます。  
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６-３ 評価指標 

(1)評価指標の設定について 

 基本理念や基本方針の達成状況を把握するため、 評価指標を以下の２ 点に留意し て設定し

ます。  
 
 

①評価指標などは、「アウトカム」の視点で設定します。 

 ※「アウトカム」とは、成果に関する指標。「アウトプット」の結果としてもたらされた成果。 

②達成状況は、以下の視点から把握することを予定します。 

 ・まちの賑わいについて 

 ・交流人口について 

 ・利用者などの満足度について 
 

 

(2)目標数値（定量的目標） 

目標数値（定量的目標） 

評価指標 目標数値 

多摩川河川敷の利用人数 （多摩川緑地公園グランドの利用人数を除く） 100,000 人 

多摩川河川敷の整備や活用などに対して満足している市民の割合   84.0％※１ 
 
※１：前期基本計画で「狛江市に愛着や誇りを持っている市民の割合」に対する目標値(令和６年度末)が、84.0％に設定されて

いる。 

 

参考：評価指標と関連するデータ 
 

視点 評価指標 
関連するデータと近年の値 

関連するデータ 近年の値 

まちの 
賑わい 

多摩川河川敷
の利用人数 

河川敷でのイベ
ントなど実施件
数と参加人数 

多摩川河川敷の利用申請
件数と利用人数 
[環境政策課] 

 件数 利用人数 
・令和 ３(202１)年度 103 件 18,182 人 
・令和 ４(2022)年度 94 件 64,594 人 

多摩川緑地公園グランドの
利用申請件数と利用人数 
[統計こまえ] 

 件数 利用人数 
・令和 ３(2021)年度 1,682 件 45,281 人 
・令和 ４(2022)年度 1,835 件 40,337 人 

交流人口 
鉄道駅の乗降人
員数 

和泉多摩川駅利用 
・令和 ３(2021)年度 ・定期 7,934 人 
   ・定期外 4,380 人 
   ・合計 12,314 人 

利用者などの 
満足度 

多摩川河川敷の整備や活用など
に対して満足している市民の割合 

狛江市に愛着や誇りを持っ
ている市民の割合 
[狛江市前期基本計画の指
標等に係る市民アンケート] 

 割合 
・令和 4(2022)年度 77.3％ 
・令和 ５(2023)年度 76.6％ 

 
※その他 SNS を 活用し た調査など、 社会情勢に応じ て有効な評価指標があれば活用を 検討し ます。  


